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第 ９ 回  熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録 

 

平成28年12月12日(月曜日) 

            午後１時00分開議 

            午後１時29分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

（１） ＴＰＰ交渉に関する件 

ＴＰＰの現状について 

 （２）ＴＰＰ協定に対する意見書の提出に

ついて 

 （３）付託調査事件の調査の終了について 

 （４）その他 

――――――――――――――― 

出席委員(13人) 

        委 員 長 前 川   收 

        副委員長 藤 川 隆 夫 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 池 田 和 貴 

                委   員 森   浩 二 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 楠 本 千 秋 

                委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(１人) 

        委  員 村 上 寅 美 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         部 長 島 崎 征 夫 

政策審議監 山 本 國 雄 

      首席審議員兼 

企画課長 吉 田   誠 

知事公室 

       政策調整監 府 高   隆 

 総務部 

        人事課長 平 井 宏 英 

 健康福祉部 

健康福祉政策課長 野 尾 晴一朗 

健康危機管理課長 岡 﨑 光 治 

医療政策課長 松 岡 正 之 

国保・高齢者医療課長 髙 水 真守生 

薬務衛生課課長補佐 稲 生 一 成 

環境生活部 

首席審議員兼 

    環境政策課長 村 井 浩 一 

くらしの安全推進課長 猿 渡 信 寛 

商工観光労働部 

     政策審議監兼 

商工政策課長 磯 田   淳 

産業支援課長 三 輪 孝 之 

企業立地課長 岡 村 郷 司 

国際課政策監 末 藤 尚 希 

 農林水産部 

         部 長 濱 田 義 之 

生産経営局長 川 口 卓 也 

  首席審議員兼 

農林水産政策課長 白 石 伸 一 

農産園芸課長 酒瀬川 雅 士 

畜産課長 中 村 秀 朗 

林業振興課長 三 原 義 之 

水産振興課長 木 村 武 志 

土木部 

   監理課長 藤 本 正 浩 

出納局 

管理調達課長 石 川   修 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

     議事課課長補佐 下 﨑 浩 一 

―――――――――――――― 

午後１時00分開議 

○前川收委員長 定刻になりましたので、た
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だいまから第９回ＴＰＰ対策特別委員会を開

催します。 

 なお、本委員会に１名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たします。 

 それでは、審議に入ります。 

 まず、執行部からＴＰＰの現状について説

明の後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。  

 では、説明をお願いします。 

 

○吉田企画課長 企画課長の吉田でございま

す。 

 ＴＰＰ協定につきましては、先週金曜日、

参議院本会議にて協定締結が承認されまし

た。あわせて、締結に伴う関係法律の整備に

関する法律案も可決をされております。 

 我が国の国内手続は終了する運びとなりま

したが、トランプ次期大統領の発言等もあ

り、発効等については今後も注視が必要な状

況でございます。 

 本日は、ＴＰＰをめぐる最近の動きについ

て御説明をいたします。 

 まず、資料の１ページをごらんください。 

 ＴＰＰ大筋合意以降の国の主な動きとこれ

からの予定について御説明をさせていただき

ます。 

 前回委員会の後の動きに下線を引いており

ます。 

 中段、11月10日に、ＴＰＰ協定締結の承認

及び関連法案の整備に関する法律案、これが

衆議院を通過し、同日、参院に送付されてお

ります。 

 横に吹き出しをつけておりますけれども、

これに先立つ11月８日に、アメリカにおいて

大統領選が実施され、御案内のとおり、共和

党の候補であるドナルド・トランプ氏が勝利

をしているという状況でございます。 

 その下の吹き出し部分でございますが、先

月11月15日には、ニュージーランドにおい

て、ＴＰＰ関連法が可決をしております。署

名12カ国中、一番早く国内手続を完了した国

となっております。 

 次に、11月19日に、ペルーのほうで、ＡＰ

ＥＣ首脳会議に合わせてＴＰＰ首脳会合、こ

ちらが開催をされております。我が国からは

安倍総理が出席しております。内容につきま

しては、後ほど御説明します。 

 その下の部分、先ほど申し上げましたとお

り、今月９日の参議院の本会議にて、協定の

承認と関連法案が可決をされておるところで

ございます。 

 ２ページ目をごらんください。 

 県議会、県の主な取り組みでございます。 

 下線部分でございますが、10月４日に、県

議会から、ＴＰＰ協定に対する意見書、こち

らが提出をされております。 

 また、10月27日及び28日に、政府への要望

というものを実施しております。 

 資料をめくっていただきまして、３ページ

をごらんください。 

 ３ページ目は、９月定例会における本特別

委員会でつくられました意見書、こちらのほ

うを掲載しております。記の３部分が、新た

な追加の部分というふうな形になっておりま

す。 

 続きまして、４ページ目でございます。 

 10月に、政府に対して要望を行った事項を

抜粋しております。説明は省略をさせていた

だきます。 

 次に、資料をめくっていただき、５ページ

のほうをごらんください。 

 １ページでも一部御説明いたしましたが、

ＴＰＰ協定の承認等に係る第192回国会審議

の過程でございます。 

 上の四角で囲んでおります２つの審議案件

につきましては、さきの通常国会から閉会中

審査という形になっておりましたけれども、

今臨時国会の開会日である９月26日に、衆議

院の環太平洋パートナーシップ協定に関する
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特別委員会、こちらに付託をされました。 

 そして、10月から11月にかけて審議が行わ

れまして、11月４日には同委員会で採決、11

月10日に衆議院の本会議において採決されて

おります。 

 参議院につきましては、11月11日に特別委

員会に付託されまして、委員会は先週９日に

採決ということで、同日に本会議でも採決を

されているという審議状況でございます。審

議回数等につきましては、資料をごらんくだ

さい。 

 次の６ページでございます。 

 環太平洋パートナーシップ協定に伴う関係

法律の整備に関する法律案の概要というもの

を掲載しております。 

 １、原産地手続、セーフガードに関する手

続等の規定の整備から、６、国際約束により

相互に農林水産物等の名称を保護することと

した外国の当該名称を保護できることとする

等の規定の整備まで、11本の法律が挙げられ

ております。 

次に、７ページのほうをごらんください。 

 国会審議における安倍総理の主な発言につ

いて掲載をしております。こちらのほうは、

会議録等から抜粋をしております。 

 一番上の四角の印の部分でございますが、

協定締結の承認及び関係法案可決の意義につ

いて、米国を翻意させるてこにしていきたい

こと、自由で公正な経済圏をつくっていくと

いう方向性について世界に示すという意義、

この２つについて安倍総理から答弁をされて

おります。 

 また、２番目の四角印の部分につきまして

は、ＴＰＰ関連予算についてでございます。 

 農業や中小企業の生産性、競争力を高め、

海外に輸出できる体質に変えていくことは、

ＴＰＰが発効されようがされまいが必要なこ

とであるとし、中小企業等の海外展開支援や

農林水産業の体質強化対策については、今後

とも必要に応じて施策を展開すると、安倍総

理のほうから答弁をされております。 

 次に、資料の８ページをごらんください。 

 ８ページにつきましては、衆議院の特別委

員会において採決された際に決議された附帯

決議のほうを掲載しております。 

 漢数字一では、ＴＰＰ協定の内容及び効果

について、広く国民の理解を得て、その不安

を払拭するため、引き続き情報提供を積極的

に行うとともに、わかりやすく丁寧な説明に

努めることとされております。 

 漢数字二につきましては、農林水産物の重

要品目について、経営安定及び安定供給のた

めの万全の対策をとること、日本の食文化を

守るため、食育の推進に努めること、また、

攻めの農林水産業への転換に向けて、農林水

産業の体質強化と競争環境の整備等の対策を

講ずることとあります。 

 また、漢数字七でございますけれども、Ｔ

ＰＰ協定の早期発効に向けて、引き続き努力

すること、また、国益を損なうような協定の

再交渉には応じないこととあります。 

 次に、資料をめくっていただき、９ページ

でございます。 

 ＴＰＰをめぐる主な国際情勢等とございま

すけれども、11月17日に、安倍総理とトラン

プ次期米国大統領との会談が開催されるなど

の動きがございました。 

 一方で、一番下の参考ということで書かせ

ていただいておりますが、トランプ次期アメ

リカ大統領の動画メッセージの中で、我々の

国にとって災難となり得るＴＰＰから離脱す

る意図についての通知を発出する、そのかわ

りに、米国本土に雇用と産業を取り戻す、公

正な２国間貿易協定の取り決めを交渉すると

しております。 

 最後に、10ページをごらんください。 

 11月19日に開催されました環太平洋パート

ナーシップ首脳会合における総理発言等でご

ざいます。  

 新聞報道等によりますと、安倍総理は、会
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議において、現状にひるんで国内手続をやめ

れば、ＴＰＰは完全に死んでしまう、保護主

義を抑えられなくなるなどと発言されたとい

うことでございます。 

 結果としては、ＴＰＰの経済的、戦略的な

重要性を確認するとともに、各国が発効に向

けた国内手続を進めることで一致したという

ふうにされております。 

 なお、11月21日の安倍総理による内外記者

会見では、この会合で、米国抜きでＴＰＰの

発効を目指すという意見について、そのよう

な議論になりませんでした、ＴＰＰは米国抜

きでは意味がない、再交渉が不可能であるの

と同様、根本的な利益のバランスが崩れてし

まいますというふうに発言をしております。 

 資料の説明は、以上でございます。 

 国は、ＴＰＰ協定の締結を承認しましたこ

とで、他の署名国に、国内手続について早期

の完了を働きかけていくものというふうに考

えられます。 

 執行部といたしましては、政府の動きを捉

え、引き続き県議会の皆様と連携しながら、

効果的な対策を講じていきたいというふうに

考えておりますので、どうぞよろしくお願い

いたします。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員長 以上で執行部からの説明が

終わりましたので、これより質疑に入りま

す。 

 質疑はございませんでしょうか。 

 

○松田三郎委員 わかる範囲で結構でござい

ますが、今課長御説明いただいた、資料で言

いますと、６ページ、７ページあたりの、こ

こに関係法律の整備に関する法律案、これは

案はとれたんでしょうけれども、施行期日が

効力を生ずる日となっております。とりわ

け、この例えば５番の農産物に関して言うな

らば、普通に考えると、これに書いてあるよ

うに、施行日が効力を生ずる日ということで

すから、仮に発効しないならば、この法律と

いうか、この法案、まあ法律でしょう、成立

したというのも、効力を生じないということ

になるんだろうと思いますが、その６ページ

の、例えば、私も何回か聞いておりまして、

特別委員会での総理大臣並びに農林水産大臣

の答弁の中に、ＴＰＰ――２番目ですね。Ｔ

ＰＰが発効されようがされまいがというの

は、この前のことを受けてのことなんでしょ

うが、例えば、この法律に限らず、予算措置

とかあるいはＴＰＰを念頭に置いて、もっと

国内の農業の体力を強化するためにと、まあ

いろいろなことも考えられているということ

では、このＴＰＰが、それを発効されようが

されまいがなされる対策と、あるいは発効さ

れないならば、もう今までいろいろ検討して

きたけれども、それはやらないよというのが

２つあるのかなと。そういった答弁も、農林

水産大臣もなさっていたように記憶をいたし

ておりますが、その辺の整理なり、ニュアン

スを含めて。 

 

○白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 まず、６ページの法律の関係を先にちょっ

と申し上げますと、今例示のございました５

番の肉用牛及び豚肉についての交付金の交

付、これは通常マルキン制度と言っているも

のでございますが、これについては、今、法

律の中では、ＴＰＰが発効しないと効力を生

じないというふうに整理されておりますが、

６番の国際約束により相互に農林水産物等の

名称を保護することとした、いわゆる地理的

表示の関係なんですけれども、これについて

は、別段の定めがある場合を除くと下に書い

てありますけれども、二月以内で発効すると

いうふうになっておりまして、これは、今、

熊本イグサとか畳表あたりをこの地理的表示

で指定を受けておりますけれども、そういっ
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た外国との競争の中で、この６番の法律につ

いては、もう先に発効するというふうな整理

になっております。 

 予算につきましては、既にここ２年間、27

年、28年で大体6,500～6,600億円、国の予算

がついておりまして、県レベルでも大体90億

円ずつぐらい、約180億円ぐらいの予算を補

正予算で対応しております。 

 これらについては、例えば産地パワーアッ

プ事業とか、畜産クラスター事業とか、いわ

ゆる農業の競争力を強化したり、体質強化す

るための予算でございますので、引き続き国

のほうもしっかりやっていくということで、

我々も、体質強化、稼げる農林水産業につい

てしっかり取り組んでいきたいというふうに

思っておりますので、基本的に、今まで取り

組んできた予算については、継続して施行な

されるというふうに考えております。 

 

○吉田企画課長 補足させていただきます。 

 国のほうでは、昨年、総合的なＴＰＰ関連

政策大綱というものを打ち出されておりま

す。 

 こちらにつきましては、ＴＰＰというもの

を前提にしつつ、ＴＰＰがあろうがなかろう

が、攻めの農林水産業、そして中小企業の国

際展開といったことを見据えて大綱を打ち出

されて、本年度、熊本地震関連でも計上して

いただきましたが、本年度の二次補正予算

も、このＴＰＰ関連政策大綱に基づいて、特

に農林水産業分野で予算措置というものがさ

れているところでございます。 

 法案につきましては、そういった国内対策

につきましては、基本、その予算でできるこ

とについては、この政策関連大綱でやられて

いるというふうに考えております。 

 また、今回出された法案につきましては、

主に１から４につきましては、こちらＴＰＰ

という、主に経済的な貿易の連携協定が結ば

れる際に、ルールとして国内法として整備を

しないといけないものですので、当然、ＴＰ

Ｐの発効時にルールを変更するというもので

ございます。 

 先ほど農林水産政策課長から御説明しまし

た５番につきましては、これは、ＴＰＰとい

う関税の引き下げということで起こる国内の

農業のダメージを最小化するということで、

その国内対策の部分を法制化するというふう

な制度というふうに理解しております。 

 また、６番、地理的表示につきましては、

こちら、そのＴＰＰという条約締結を機に、

特定農林水産物等の名称というものを、しっ

かりと国際的に保護していくということでや

られている法案というふうに理解をしており

ます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員長 ほかに質疑はございません

でしょうか。 

 

○城下広作委員 ＴＰＰが結果的に厳しい結

果になっても、今度は２国間とか――早速、

アメリカもそう言っているからですね。その

辺の２国間での話の部分でまた用心しなきゃ

いけない部分がたくさんあるだろうと思いま

す。この辺の想像というのは、大体つくんで

すか。 

 

○吉田企画課長 国会審議、まだ議事録等起

こっていない部分もありますが、当方におい

ては、ずっとトレースをしてまいりましたけ

れども、安倍総理におかれては、仮にの話

も、ＴＰＰが仮に御破談になったという話は

一切されておりません。あくまで、ＦＴＡと

かそういう話は、国会でも２国間交渉の話は

取り上げられておりますけれども、安倍総理

を初め政府側からは、仮にという話も一切出

てきてないという状況だと理解しておりま

す。 
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○前川收委員長 ほかにございませんでしょ

うか。――なければ、これで質疑は終わりた

いと思います。 

 次に、ＴＰＰ協定に対する意見書の提出に

ついて、御審議をいただきたいと思っており

ます。 

 皆さん方のお手元に、ＴＰＰ協定に対する

意見書（案）を用意させていただきました。 

 ただいま松田先生からの御指摘もございま

したが、今回のＴＰＰの成立を受けてさまざ

まな動きがあるというふうに思いますが、一

番懸念するのは、アメリカが批准しなければ

発効しないという前提になっているＴＰＰで

ありますけれども、今議論がございましたと

おり、仮に発効しなくても、ＴＰＰ対策とい

う部分については、予算だけではなくて、法

律を伴う、いわゆる牛、豚のマルキン制度、

これについてもしっかりやっていただきたい

という趣旨の意見書にしております。 

 ちょっと長文ですけれども、読み上げさせ

たいと思いますので、書記から読み上げをお

願いします。 

 

○書記 それでは、読み上げます。 

  ＴＰＰ協定に対する意見書(案) 

 環太平洋パートナーシップ(ＴＰＰ)協定に

ついては、本年秋の臨時国会において協定締

結が承認されるとともに、関係法律の整備法

案が可決された。実際の協定発効について

は、米国等をはじめとする署名国の動きを注

視する必要があるが、日本政府はいち早く国

会手続を終え、関係国へＴＰＰ発効に向けた

働きかけを継続するとされている。また、Ｅ

ＵとのＥＰＡやＲＣＥＰ等、経済連携協定締

結に向けた動きも見られているところであ

る。 

 国によれば、ＴＰＰ協定により、自由で公

正な８億人の巨大経済圏が誕生することで、

貿易等が促進され、ひいては国内での投資や

生産性向上が進み、我が国の新たな成長が期

待できるとされている。こうした効果を発揮

させるため、国は昨年「総合的なＴＰＰ関連

政策大綱」を決定し、攻めの農林水産業への

転換など、その実現に向けた施策を打ち出し

ているところである。 

 農林水産省は、本年度の二次補正予算にお

いても、『「ＴＰＰ関連政策大綱」の着実な実

施』として、3,000億円を超える予算を計上

しているところであるが、本県議会として

は、特に、関税の撤廃や引下げ等による農林

水産業への影響を懸念している。 

 また、輸入食品の安全性は確保されるの

か、県民はいまだに不安を抱いている。 

 本県においては、稲作、畜産、酪農、畑

作、施設園芸、果樹など多様な農業が相互に

関連しながら共存していることから、農林水

産業、農山漁村、さらにはその関連産業に影

響を及ぼさないためには、ＴＰＰのみなら

ず、その他の経済連携が今後さらに進展する

可能性も踏まえ、万全の対策を引き続き講じ

ていく必要がある。 

 よって、国におかれては、ＴＰＰ協定にお

いて、地方経済社会に与える影響や地方の声

を十分に踏まえられた上、特に、下記の事項

に責任を持って対応されることを強く要望す

る。 

         記 

１、ＴＰＰ協定の内容等について、不安を払

拭するための丁寧な説明を行うこと。 

２、地方の基幹産業である農林水産業の競争

力強化、経営安定化のため、「総合的なＴＰ

Ｐ関連政策大綱」に基づく施策については、

既存の農林水産予算に支障を来すことなく必

要な予算を確保することはもちろんのこと、

国会において安倍総理が、協定発効の有無に

かかわらず対策は必要と答弁されたことを踏

まえ、他の署名国の動向いかんにかかわら

ず、責任を持って万全の対策を実行するこ

と。なお、野菜、果樹などの農林水産物につ

いても、重要５項目(米、麦、牛肉・豚肉、
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乳製品等)と同様に万全の対策を講じるこ

と。 

また、農林水産業の体質強化を念頭に、必

要となるインフラの整備を初め、ハード・ソ

フト一体となった中長期的な対策を講じるこ

と。 

 さらに、豊かな自然環境、良好な景観、文

化の伝承等の多面的機能を有する中山間地域

等の農山漁村の維持・発展にも十分配慮する

こと。 

３、「環太平洋パートナーシップ協定の締結

に伴う関係法律の整備に関する法律」によっ

て法制化され、発効に合わせて施行すること

とされている畜産物の価格安定制度の強化対

策については、協定発効いかんにかかわらず

実施すること。 

４、消費者の不安を解消するため、食の安

全・安心を確保する万全の対策を講じるこ

と。 

５、国益を損なうような協定の再交渉には応

じないこと。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見

書を提出する。 

 以上で読み上げを終了します。 

 

○前川收委員長 ありがとうございました。 

 ただいままでの議論の中で、執行部からの

説明もございましたが、先週９日の臨時国会

において審議されたＴＰＰ承認案と関連法案

が成立しました。 

 アメリカでは、トランプ次期大統領が、来

年１月の就任初日に、ＴＰＰからの離脱を通

告する意向があると報道がなされております

が、我が国日本では、国内手続である国会承

認を終えたということになります。 

 アメリカなどの動向によって、発効は見通

せない状況ではありますけれども、総理の発

言のように、ＴＰＰの意義をしっかり理解し

て全力を挙げるということでありますので、

アメリカに対する働きかけもやるということ

でございますし、まあ攻めの農業という言葉

も何回も使われてきているわけでありますか

ら、ＴＰＰを一つの契機にしながら、仮に発

効しなくても、ＴＰＰ対策、これはさっき言

いました法律、マルキン等を含めた法律も含

めて、ぜひやっていただきたいという部分の

趣旨を踏まえた意見書という形にさせていた

だきました。 

 この意見書の内容について、御質疑があれ

ば承りたいと思いますが、よろしゅうござい

ますかね。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 それでは、お手元の意見書

について、議長に提出したいと思いますが、

異議はございませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 異議なしということでござ

いますので、御承認をいただきましたので、

議長のほうに提出をさせていただきたいと思

っております。 

 次に、本委員会に付託された調査事件につ

いてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件について、国内

手続であります国会承認がなされましたの

で、今回をもちまして調査を終了したいとい

うふうに思っております。 

 この旨を、熊本県議会会議規則第84条に基

づき、議長へ報告することとしてよろしいで

しょうか。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 それでは、そのように取り

計らいをさせていただきます。 

 次に、その他に入りますが、その他で何か

ございませんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 なければ、以上で本日の議

題は全て終了いたしました。 

 閉会に当たりまして、本委員会が今回で最

後の委員会ということになりますので、私の

ほうから一言御挨拶をさせていただきたいと
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思います。 

 本委員会は、全国唯一のＴＰＰ問題に特化

した議論をする場として、平成27年５月に設

置をされました。前任期においても設置をさ

れておりましたけれども、新しい議会になり

まして、１年７カ月という短い期間でありま

したけれども、藤川副委員長とともに、ＴＰ

Ｐ協定が、県内産業、特に熊本県の基幹産業

であります農林水産業に与える影響の分析や

その対策などについて、県議会としても、執

行部とともに真剣に取り組まなければならな

いという強い思いで務めてまいりました。 

 各委員の皆さん方におかれましては、同様

の思いで、終始熱心に御議論をいただいたこ

とを、心から感謝を申し上げたいというふう

に思っております。 

 先ほど来お話があっておりますとおり、ア

メリカの動向次第では、ＴＰＰ協定が発効す

るかどうかという部分については、大変不透

明な状況にはございます。しかし、仮に発効

しなくても、国際貿易のルールづくりという

のは、これで全てが終わるわけではなくし

て、恐らくアメリカ側からは２国間交渉の申

し入れがあるやに聞いておりますし、そうで

はなくても、ほかのやっぱり国際化の流れと

いうものについては、さまざまな角度から、

さまざまな問題点が生まれてくるだろうとい

うふうに思っております。 

 今回、国内手続が終了をしたということに

はなりますが、今後のことを考えれば、先ほ

どの意見書の中にも込められているように、

やっぱり日本の産業全体をＴＰＰの想定の中

で力強く推進していくような基盤づくりとい

うものは、必ず必要だというふうに思ってお

ります。 

 これで最後の委員会になるというふうに思

っておりますけれども、この後生まれてくる

さまざまな課題については、各常任委員会の

中でしっかり議論をしていただくということ

になるというふうに思っておりますので、ぜ

ひそれぞれの委員会の中でまた議論を尽くし

ていただければというふうに思っておりま

す。 

 各委員の皆さん方には、本当にありがとう

ございました。 

 また、執行部の皆さん方にもお礼を申し上

げたいと思います。 

 国の専権事項でございます貿易に関する事

項を、地方議会の委員会の中で議論をすると

いうことそのものが、非常に無理のあるとこ

ろでありまして、意義については、先ほど来

お話をしているとおりでありますが、やっぱ

り47都道府県の中で熊本だけしか立ち上がら

なかったと、この特別委員会が設置されなか

ったということの理由は、今言いましたよう

に、国の専権事項で情報が少ないということ

であったのかなというふうに思っておりま

す。 

 そういった中でも、本県の産業に、とりわ

け農林水産業に非常に大きな影響が出るとい

う懸念が発表されて以来、我々と一緒になっ

て執行部の皆さん方も、さまざまな角度から

調査をし、いろんな資料を集めていただきま

したし、非常に難しい中であっても、ちゃん

と特別委員会の議論を維持することができま

したのは、ひとえに執行部の皆さん方の御協

力のおかげだというふうに思っております。 

 この特別委員会はきょうをもって閉じます

けれども、この後も、熊本県議会や県行政に

おいては、仮に国の問題であっても、我々は

県民のために行政をやっているわけでありま

すから、県民に影響が出るという、そういっ

た部分があるときには、ちゅうちょなくしっ

かりと議論をしていくという、その姿勢を今

後も維持していかなければいけないというふ

うに思っております。 

 いよいよ年末になりますが、皆さん方、そ

れぞれ御苦労いただいたわけでありますけれ

ども、ことしは特に災害があって大変だった

と思います。健やかなる御越年を心から御祈
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念を申し上げ、私の最後の御挨拶にかえさせ

ていただきたいと思います。ありがとうござ

いました。(拍手) 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

  午後１時29分閉会 
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